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難民（インドシナ難民・条約難民・第三国定住難民）受入れと日本語教育 
 

               公益社団法人国際日本語普及協会（AJALT） 
           会長 西尾 珪子 

 
Ⅰ インドシナ難民の受入れが日本語教育にもたらしたもの 
  

１．生活者のための日本語教育の開始と従来の日本語教育 

     インドシナ難民への日本語教育で示された新しい方向性 

 

 

 

 

 

 

 

２. 媒介語のない言語教育 

     インドシナ 3国の言語体系の違い（典型的直接法の定着） 

   四技能（読む・書く・聞く・話す）の習得 

   生活に必要な漢字の初期からの指導 

   日本語教育の中に生活指導を取り込む 

 

３. 学習者の多様性に合わせたクラス作り 

   年齢差、学校体験の有無、知識層と非専門労働者と専業主婦の混合 

   家族の中の立ち位置の違いを認識して 

 

４. 授業総時間を当初の 429 時間から 572 時間へ 

    移民受入れ先進国の例を参考に（EFL と ESL→JFL と JSL） 

   「生活のための日本語」の教育（生活文化を踏まえた言語運用の実践教育） 

 

５．カリキュラム、教材、教授法の研究開発 

    時々の難民のニーズに合わせた教材、指導法を多数開発 

    日本語教育の専門家と各方面の専門家の連携と協働作業 

 

６．日本の学校制度の中で学ぶ年少者教育の開始 

    日本語教育では後発であった外国人児童生徒への教育に着手 

 

 

(参考)研修プログラムの内容 

① 日常生活で最低限必要な会話能力及び標識案内等の言葉の読み取り能力をつけさせる

ことを目標とする日本語教育 

② 日本社会で生活習慣についての基本的な知識の習得を目指す生活指導 

③ 就職希望者への就職斡旋 
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７. 非識字者に対する日本語教育の開発・実践 

   ODP（Orderly Departure Program：合法的出国計画）による親世代の呼び寄せ家族に

対して 

 

８. 日本語教師に求められる JSL 教育の知識と技能 

    日本語の知識を教えるのでなく、日本語で行動達成することを教えられる教師、  

ニーズを汲み取りプログラムを作り、指導できる専門性をもった教師が必要。 

（教師編成、研修は AJALT の協会機能を活用してきた）。 

 

    

Ⅱ 日本全国各地域定住の外国人に対する日本語教育の原型となる 

 

１．今日までの 30 年余の経験は、現在、未来において日本が受け入れることになる

であろう外国人の「受入れ時における初期日本語教育」のモデルとなる。 

 

２．一口に「難民」といってもインドシナ難民だけをとっても、受入れ時期によって

学習者としての性質を異にする。条約難民、第三国定住難民はまた異なる。 

 しかし、共通して言えることはその人達にもっともふさわしい「生活のための日本

語教育」を模索してきたということ。   

 

３．30 年余の難民教育を通して蓄積された内容は、今日、全国で展開されている「地

域日本語教育」の原型とも言える。 

 

４．難民の受入れは今後、大量の外国人を受け入れることになる側の日本国民の国際

感覚を向上させ、多文化・多言語共生社会の確立に向けて格段の進歩、発展を生ん

でいる。 

 

５．現在、小・中・高校の教員と日本語教育の教師の連携が出来つつあり、両者の協

働により、日本に於いて国際人の育成が推進される。 
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